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債務超過解消に向けた計画の進捗状況について 

当社グループは、2020年 12月期末時点において債務超過となり、2021 年２月 15日付けで「債

務超過解消に向けた計画」を公表いたしました。今般、2021年 12月期第１四半期決算を公表する

にあたり、同計画の進捗状況についてご報告いたします。 

記 

当社は、2021 年３月 19 日、興和株式会社（以下「割当予定先」）からスポンサー支援を受け、

その完全子会社となることを目的として、同日付で割当予定先と出資契約（以下「本出資契約」）

を締結しました。また、同日開催の取締役会において、当社は、興和株式会社を割当先とする払

込金額の総額 20 億円の第三者割当による当社普通株式（以下「本新株式」）の発行（以下「本件

第三者割当」）を実施すること、当社の株主を割当予定先のみとするために、当社株式 5,000,000

株を１株に併合し、割当予定先以外の当社株主の皆様に対し、当社株主の皆様の保有する当社株

式１株当たり 180 円の金銭を交付すること（以下「本株式併合」といい、本件第三者割当と併せ

て、「本件完全子会社化取引」）等について、2021 年５月 28日開催予定の当社臨時株主総会（以下

「本臨時株主総会」）に付議することを決議しています。そのため、東京証券取引所は、同日当社

株式について上場廃止となるおそれがあると認め、監理銘柄（確認中）に指定しております。 

前連結会計年度末時点で当社グループが債務超過に陥っており、かつ、2021年３月末日に弁済

期限が到来した借入金を約定通りに弁済することが困難であったこと等を踏まえ、本出資契約に

おいては、割当予定先による当社に対するスポンサー支援を実行いただく前提条件として、お取

引金融機関による債務免除の合意等を含む事業再生計画案（以下「本事業再生計画案」）を成立さ

せることが定められています。そのため、事業構造を抜本的に見直し、事業再生に向けた収益体

質の強化と財務体質の改善を早急に図るとともに、お取引金融機関からかかる債務免除等にご同

意いただくべく、2021年３月 19 日、産業競争力強化法に基づく特定認証紛争解決手続（以下「本

事業再生 ADR手続」）の取扱事業者である事業再生実務家協会に対し、事業再生 ADR手続利用につ

いての正式な申込を行い、同日受理されました。その後、当社は、本事業再生 ADR 手続の対象と

なる全てのお取引金融機関（以下「本対象債権者」）の出席の下、同手続に基づく事業再生計画案

の概要説明のための債権者会議（第１回債権者会議）を 2021 年４月５日に開催し、全ての本対象

債権者から「一時停止の通知書」について同意（追認）を得ると共に一時停止の期間を事業再生

計画案の決議のための債権者会議の終了時（会議が延期・続行された場合には、延期・続行され

た期日を含みます。）まで延長すること等につきご了承をいただきました。 

そして、当社は、割当予定先と協議を進めながら、公平中立な立場から事業再生実務家協会よ

り調査・指導・助言をいただき、本事業再生計画案を策定し、2021年４月 26日に開催した事業再

生計画案の協議のための債権者会議（第２回債権者会議）において、本対象債権者に対して本事

業再生計画案の具体的な内容についてご説明しました。本事業再生計画案において、本対象債権

者に対して、総額約 9,078百万円（当社の本対象債権者からの借入金総額 18,500百万円（2021 年



3 月末時点。以下「対象借入債務」）の約 49.07％）の債務免除と、かかる債務免除後の対象借入

債務の残高についての一定期間の弁済猶予をお願いしております。また、本事業再生計画案にお

いては、事業面の施策として、①リゾート挙式事業における拠点の整理、②ホテル事業の再編、

③人件費の削減及び④固定資産の売却を柱とする「WATABE Sustainable Plan」の実行を掲げてお

ります。 

今後、2021 年５月 27 日に開催予定の本事業再生計画案の決議のための債権者会議（第３回債

権者会議）において、本対象債権者の合意による本事業再生計画の成立を目指してまいります。 

 

本事業再生 ADR 手続が成立し、当該金融支援、スポンサーによる資本増強及び自助努力による

施策が実施された場合には、債務超過を解消できる見込みであります。 

 

なお、本事業再生 ADR 手続において本事業再生計画が成立しない場合若しくは本事業再生 ADR

手続が上記の予定どおりに進行しない場合、本臨時株主総会で本件第三者割当及び本件完全子会

社化取引に係る議案のご承認がいただけない場合、又は、割当予定先と締結した本出資契約に定

める本件第三者割当及び本件完全子会社化取引の実施の前提条件が充足されない場合に、割当予

定先からのスポンサー支援及びお取引金融機関による債務免除の合意等をいただけないときには、

当社の事業の継続は極めて困難になる可能性があります。 

 

本事業再生 ADR 手続及び本件完全子会社化取引に関する今後のスケジュールは以下のとおりで

す。但し、当該スケジュールは、手続の進捗状況等によって変更・続行される可能性がある点に

ご留意下さい。また、本件完全子会社化取引の詳細については、2021 年３月 19日付「第三者割当

による新株式発行及び定款の一部変更、株式併合及び単元株式数の定めの廃止並びに親会社、主

要株主、主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動についてのお知らせ」をご参照く

ださい。 

 

本事業再生 ADR 手続の事業再生計画案の決議のための債権者

会議（第３回債権者会議） 

2021年５月 27日（木）（予定） 

本臨時株主総会開催日 2021年５月 28日（金）（予定） 

本件第三者割当に係る本新株式の発行日 2021年５月 31日（月）（予定） 

当社普通株式の東京証券取引所における整理銘柄への指定日 2021年５月 31日（月）（予定） 

当社普通株式の東京証券取引所における売買最終日 2021年６月 25日（金）（予定） 

当社普通株式の東京証券取引所における上場廃止日 2021年６月 28日（月）（予定） 

本株式併合効力発生日 2021年６月 30日（水）（予定） 

（注） 本事業再生計画案において本対象債権者に要請している債務免除額の総額約 9,078 百万円の当

社個別の直前事業年度の末日の債務総額約 22,215 百万円（貸借対照表上の負債勘定から各種引

当金を控除した額）に対する割合は約 40.86％となります。そのため、本事業再生計画案が成立

し、本対象債権者から債務免除のご同意をいただいた場合には、かかる債務免除は東京証券取

引所の有価証券上場規程第 601 条第１項第７号に定める上場廃止基準に該当します。また、本

臨時株主総会で本株式併合に係る議案をご承認いただいた場合には、東京証券取引所の有価証

券上場規程第 601 条第１項第 18 号の３に定める上場廃止基準に該当します。 

したがって、2021 年５月 27 日（木）開催予定の本事業再生 ADR 手続の事業再生計画案の決議

のための債権者会議（第３回債権者会議）で本事業再生計画案が成立した場合には、上記の整

理銘柄指定日等の予定に変更が加わる可能性があります。 

 

以 上 


